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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２Ｎ（Ｎ≧２）個のプリフォームを製造するステップ（Ｓ１）と、
　前記プリフォームを真空チャンバー内で２つずつ溶接し、２Ｎ－１個のＩ段モジュール
を製造するステップ（Ｓ２）と、
　前記Ｉ段モジュールを加熱した後に、高さ方向に沿った据え込み変形と鍛造間保温とを
施すことにより、中間素材を製造するステップ（Ｓ３）と、
　前記中間素材を真空チャンバー内で２つずつ溶接し、２Ｎ－２個のＩＩ段モジュールを
製造し、前記ＩＩ段モジュールを加熱した後に、高さ方向に沿った据え込み変形と鍛造間
保温とを施すステップ（Ｓ４）と、
　２Ｎ－２＞１であれば、ステップ（Ｓ４）で製造された前記中間素材を真空チャンバー
内で２つずつ溶接して、さらに多段モジュールを製造し、前記多段モジュールを加熱して
高さ方向に沿った据え込み変形と鍛造間保温とを施して、１つの半製品を製造するまで該
ステップを１回又は複数回繰り返すステップ（Ｓ５）と、
　前記半製品を部材又は部品に加工するステップ（Ｓ６）と、を含む、モジュール式金属
の構築成形方法。
【請求項２】
　前記Ｉ段モジュール、前記ＩＩ段モジュール及び前記多段モジュールは、いずれも砂時
計型モジュールであることを特徴とする、請求項１に記載のモジュール式金属の構築成形
方法。
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【請求項３】
　ステップ（Ｓ１）において、前記プリフォームは、鋳造素材、鍛造素材又は圧延素材で
ある基材を構築し、封止溶接し、鍛造して得られるものであり、又は、鍛造素材を機械加
工方式で直接製造して得られるものであることを特徴とする、請求項１又は２に記載のモ
ジュール式金属の構築成形方法。
【請求項４】
　ステップ（Ｓ２）において、前記プリフォームから錐台形状要素を製造した後、２つの
前記錐台形状要素の小面を重ね合わせて真空電子ビーム溶接を行い、前記Ｉ段砂時計型モ
ジュールを製造し、
　ステップ（Ｓ４）又は（Ｓ５）において、前記中間素材から錐台形状要素を製造した後
、２つの前記錐台形状要素の小面を重ね合わせて真空電子ビーム溶接を行い、前記ＩＩ段
又は前記多段砂時計型モジュールを製造することを特徴とする、請求項２に記載のモジュ
ール式金属の構築成形方法。
【請求項５】
　前記錐台形状要素は、円錐台形状又は四角錐台形状であってよく、２つの前記錐台形状
要素の中間界面が滑らかに遷移することを特徴とする、請求項４に記載のモジュール式金
属の構築成形方法。
【請求項６】
　前記真空電子ビーム溶接の溶接深さは、２０ｍｍ～５０ｍｍであることを特徴とする、
請求項４に記載のモジュール式金属の構築成形方法。
【請求項７】
　前記砂時計型モジュールのアスペクト比は、１～３の間にあることを特徴とする、請求
項２に記載のモジュール式金属の構築成形方法。
【請求項８】
　ステップ（Ｓ３）、（Ｓ４）及び（Ｓ５）において、前記砂時計型モジュールに対して
据え込み変形を施す圧下量は、素材全高の３０％～５５％であることを特徴とする、請求
項２又は７に記載のモジュール式金属の構築成形方法。
【請求項９】
　ステップ（Ｓ３）、（Ｓ４）及び（Ｓ５）において、据え込んだ後の素材に対して高温
拡散接続を施し、加熱温度が１２００℃以上であり、均熱した後の保温時間が１２時間以
上であることを特徴とする、請求項１又は２に記載のモジュール式金属の構築成形方法。
【請求項１０】
　ステップ（Ｓ６）において、前記半製品に対して据え込み、打ち抜き、穴拡げ及び平坦
化を行って環状鍛造品を形成し、又は、前記半製品に対して据え込み保圧、球状化及び穴
広げを行って素管を形成し、又は、前記半製品に対して据え込み保圧、球状化及び据え込
み押圧を行って立方体形状スラブを形成することを特徴とする、請求項１又は２に記載の
モジュール式金属の構築成形方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、金属材料の製造方法に関し、具体的には、モジュール式金属の構築成形方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　大型金属材料又は複合金属材料を製造するとき、従来方法では、鋳造素材、鍛造素材、
及び圧延素材を基材とし、表面加工及び洗浄を行った後、複数の基材を一緒に封止し、界
面内部を高真空状態に維持し、そして、据え込み変形、鍛造間保温及び多方向鍛造を特徴
とする鍛造溶接プロセスを施し、最終的に大型金物を製造することを提案している。中国
特許出願２０１５１１０２６２７２．Ｘ「同質金属の構築成形方法」、２０１５１１０２
７４９２．４「金属の構築成形方法」、及び２０１５１１０２７６８６．４「円筒体金属
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の構築成形方法」は、いずれも一次構築成形方法で金属材料を製造する。しかし、大型鍛
造品（特に、１００トンレベル以上）にとって、一次構築成形の難度が非常に大きく、設
備に対する要求が高い。構築過程において溶接継目が一旦失効すると、素材全体が廃棄さ
れ、損失が大きい。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明は、大型金属の構築成形に対して、実現可能で、信頼性が高く、安全な製造方法
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明の技術的解決手段は、以下のとおりである：
　モジュール式金属の構築成形方法は、
　２Ｎ（Ｎ≧２）個のプリフォームを製造するステップ（Ｓ１）と、
　プリフォームを真空チャンバー内で２つずつ溶接し、２Ｎ－１個のＩ段モジュールを製
造するステップ（Ｓ２）と、
　Ｉ段モジュールを加熱した後に高さ方向に沿った据え込み変形と鍛造間保温を施すこと
により、中間素材を製造するステップ（Ｓ３）と、
　中間素材を真空チャンバー内で２つずつ溶接し、２Ｎ－２個のＩＩ段モジュールを製造
し、ＩＩ段モジュールを加熱した後に高さ方向に沿った据え込み変形と鍛造間保温を施す
ステップ（Ｓ４）と、
　２Ｎ－２＞１であれば、ステップ（Ｓ４）で製造された中間素材を真空チャンバー内で
２つずつ溶接し、さらに多段モジュールを製造し、前記多段モジュールを加熱して高さ方
向に沿った据え込み変形と鍛造間保温を施し、１つの半製品を製造するまで該ステップを
１回又は複数回繰り返すステップ（Ｓ５）と、
　半製品を部材又は部品に加工するステップ（Ｓ６）と、を含む。
【０００５】
　さらに、上記モジュール式金属の構築成形方法において、前記Ｉ段モジュール、ＩＩ段
モジュール及び多段モジュールは、いずれも砂時計型モジュールである。
【０００６】
　さらに、上記モジュール式金属の構築成形方法において、ステップ（Ｓ１）に記載のプ
リフォームは、鋳造素材、鍛造素材又は圧延素材という基材を構築し、封止溶接し、鍛造
して得られるものであり、又は鍛造素材を機械加工方式で直接製造して得られるものであ
る。
【０００７】
　さらに、上記モジュール式金属の構築成形方法において、ステップ（Ｓ２）において、
前記プリフォームから錐台形状要素を製造した後、２つの錐台形状要素の小面を重ね合わ
せて真空電子ビーム溶接を行い、Ｉ段砂時計型モジュールを製造し、ステップ（Ｓ４）又
は（Ｓ５）において、前記中間素材から錐台形状要素を製造した後、２つの錐台形状要素
の小面を重ね合わせて真空電子ビーム溶接を行い、ＩＩ段又は多段砂時計型モジュールを
製造する。前記錐台形状要素は、円錐台形状又は四角錐台形状であってよく、２つの錐台
形状要素の中間界面が滑らかに遷移する。
【０００８】
　さらに、上記モジュール式金属の構築成形方法において、前記真空電子ビーム溶接の溶
接深さは、２０～５０ｍｍである。
【０００９】
　さらに、上記モジュール式金属の構築成形方法において、前記砂時計型モジュールのア
スペクト比は、１～３の間にある。
【００１０】
　さらに、上記モジュール式金属の構築成形方法において、ステップ（Ｓ３）、（Ｓ４）
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及び（Ｓ５）において、砂時計型モジュールに対して据え込み変形を施す圧下量は、素材
全高の３０～５５％である。
【００１１】
　さらに、上記モジュール式金属の構築成形方法において、ステップ（Ｓ３）、（Ｓ４）
及び（Ｓ５）において、据え込んだ後の素材に対して高温拡散接続を施し、加熱温度が１
２００℃以上であり、均熱した後の保温時間が１２時間以上である。
【００１２】
　さらに、上記モジュール式金属の構築成形方法において、ステップ（Ｓ６）において、
半製品に対して据え込み、打ち抜き、穴拡げ、平坦化を行って環状鍛造品を形成し、又は
半製品に対して据え込み保圧、球状化及び穴広げを行って素管を形成し、又は半製品に対
して据え込み保圧、球状化及び据え込み押圧を行って立方体形状スラブを形成する。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の有益な効果は、以下のとおりである：本発明に係るモジュール式金属の構築成
形方法による品質は、信頼性がより高く、制御可能である。各モジュールは、鍛造後に探
傷可能であり、合格後に利用することが保証され、投入時に複数のモジュールを投入し、
工事期間を効果的に保証することができる。砂時計型の構築素材は、据え込み中の変形を
界面位置に集中させ、表面引張応力の発生を回避し、素材に均一に大きな圧縮応力を与え
、素材表面の引張応力状態を著しく改善することができる。また、砂時計型素材の最小断
面積が小さく、鍛造に必要な圧力を効果的に低減することができる。本発明は、大型金属
の構築成形の歩留まりを向上させ、共通仕様のプレス機を用いた条件下で生産効率を大幅
に向上させ、かつ大型構築成形鍛造品の製造過程におけるボトルネック問題を解決し、生
産コストを低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明のモジュール式金属の構築成形方法のフロー図である。
【図２】本発明の実施例１の金属の構築成形方法の概略フロー図である。
【図３】本発明の実施例２の金属の構築成形方法の概略フロー図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、図面及び実施例を参照しながら本発明を詳細に説明する。
【００１６】
　図１に示すように、プロセス全体から説明すると、本発明に係るモジュール式金属の構
築成形方法は、
　２Ｎ（Ｎは２以上の整数である）個のプリフォームを製造するステップ（１）と、
　まず、プリフォームを真空チャンバー内で２つずつ溶接し、２Ｎ－１個のＩ段モジュー
ルを製造する（２－１）ことと、次に、Ｉ段モジュールを加熱した後に高さ方向に沿った
据え込み変形と鍛造間保温を施すことにより、中間素材を製造する（２－２）ことと、そ
して、中間素材を真空チャンバー内で２つずつ溶接し、２Ｎ－２個のＩＩ段モジュールを
製造し、ＩＩ段モジュールを加熱した後に高さ方向に沿った据え込み変形と鍛造間保温を
施し、プリフォームの数に応じて該ステップを複数回繰り返す可能性がある（２－３）こ
ととを含む多段モジュールの製造ステップ（２）と、
　中間素材から半製品を製造するステップ（３）と、
　素材を部材又は部品に加工するステップ（４）と、を含む。
【００１７】
　本発明において、プリフォームによって製造されるＩ段モジュールと中間素材によって
製造されるＩＩ段モジュール又は多段モジュールは、いずれも砂時計型モジュールであり
、砂時計型モジュールの利点を十分に利用し、中間素材の体積と重量を続けて拡大し、最
後に半製品を製造することができる。
【００１８】
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　本発明に記載のプリフォームは、鋳造素材、鍛造素材又は圧延素材という基材を構築し
、封止溶接し、鍛造して得られるものであり（具体的な方法は、２０１５１１０２６２７
２．Ｘ「均質金属の構築成形方法」の説明を参照）、又は鍛造素材を機械加工方式で直接
製造して得られるものである。
【００１９】
　半製品製造過程において、本発明の特徴は、多段モジュール化製造プロセスを採用し、
大型鍛造品を複数のモジュールに分けて構築することである。このようなプロセス方法は
、材料を投入するときに複数の材料を投入し、生産効率を効果的に向上させ、工事期間を
確保することができる。モジュールの段数は、プリフォームの数によって決定され、プリ
フォーム又は中間素材を真空チャンバー内で２つずつ溶接することで異形モジュールを形
成し、異形モジュールに対して高さ方向に沿った据え込み変形と鍛造間保温を施し、この
プロセスステップを複数回繰り返し、最終的に１つの半製品を製造する。
【００２０】
　本発明の特徴のもう１つの態様は、半製品製造過程において採用される異形モジュール
構造に表現され、プレフォームから多段砂時計型モジュールを製造し、砂時計型構築素材
のため、据え込み中の変形を界面位置に集中させ、表面の引張応力の発生を回避し、素材
に均一に大きな圧縮応力を与え、素材表面の引張応力状態を著しく改善することができる
。このため、本発明は、まず、前記プリフォーム又は中間素材から錐台形状要素を製造し
、鍛造及び／又は機械加工の方式で錐台形状要素を製造することができる。そして、２つ
の錐台形状要素の小面を重ね合わせて真空電子ビーム溶接を行い、砂時計型モジュールを
製造する。具体的な実施形態において、前記錐台形状要素は、円錐台形状又は四角錐台形
状であってよい（他の錐台形状、例えば、六角錐台形状、八角錐台形状などであってよい
）。砂時計型素材の最小断面積が小さいため、鍛造に必要な圧力を効果的に低減すること
ができる。しかし、中間窪みが狭いと、鍛造過程においてしわ疵が発生し、中間窪みが広
いと、鍛造圧力を低下させる作用が弱められる。このため、砂時計型素材を設計するとき
、錐台形状要素の縦方向台形断面の下底辺と脚との夾角の大きさを考慮し、それを理想的
な範囲にさせるべきである。また、中間界面での台形素材の折り畳みを回避するために、
それを滑らかに遷移させ、２つの台形の境界での尖った角の発生を回避する。２つの錐台
形状要素の接合は、真空電子ビーム溶接により実現され、まず被溶接面を加工し、洗浄し
、次に、真空チャンバー内で被溶接素材の縁部に対して真空電子ビーム溶接を行い、真空
電子ビーム封止溶接の溶接深さが２０～５０ｍｍである。溶接後に形成された砂時計型モ
ジュールのアスペクト比は、１～３の間にある。前記アスペクト比は、砂時計型モジュー
ルの全高と円錐台の底面の直径（又は四角錐台の底面の辺長）との比を指す。
【００２１】
　半製品製造過程において、まず、素材を加熱し、最高加熱温度が１２００℃以上であり
、次に、砂時計型素材に対して高さ方向に沿った据え込み変形を施し、加熱後の素材をプ
レス機の操作台上に置き、高さ方向に沿って据え込みを施し、据え込み変形の圧下量が素
材全高の３０～５５％である。そして、据え込んだ後の素材に対して高温拡散接続を施し
、据え込んだ後の素材を加熱炉に戻して加熱し、加熱温度が１２００℃以上であり、均熱
した後の保温時間が８時間以上である。
【実施例１】
【００２２】
　本実施例の目標製品は、大型環状鍛造品である。
【００２３】
　ステップ１では、鋳造方式でスチールインゴットを取得し、スチールインゴットを加熱
し、分塊鍛造してプリフォームを形成し、プリフォームの寸法が直径２１００ｍｍ、高さ
１５００ｍｍであり、図２（ａ）に示すとおりである。
【００２４】
　ステップ２では、プリフォームを鍛造する前に加熱し、最高加熱温度が１２００℃以上
である。プリフォームを型鍛造して、Ｉ段錐台形状要素を形成し、図２（ｂ）に示すとお
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りである。
【００２５】
　ステップ３では、Ｉ段錐台形状要素に対して真空電子ビーム溶接を行う。真空チャンバ
ー内で、重ね合わせたＩ段錐台形状要素素材に対して真空電子ビーム封止溶接を行い、溶
接深さが２０～５０ｍｍであり、Ｉ段砂時計型モジュールを形成し、図２（ｃ）に示すと
おりである。
【００２６】
　ステップ４では、溶接されたＩ段砂時計型モジュールを鍛造する前に加熱し、最高加熱
温度が１２００℃以上である。加熱後の素材をプレス機の操作台上に置き、素材の高さ方
向を鉛直方向に沿わせる。高さ方向に沿って据え込みを施し、素材全高の３０～５５％を
圧下する。素材に対して高温拡散接続を施す。据え込んだ後の素材を加熱炉に戻して加熱
し、加熱温度が１２００℃以上であり、均熱した後の保温時間が１２時間以上である。続
いて、素材を球状化処理し、図２（ｄ）に示すとおりである。
【００２７】
　ステップ５では、素材を鍛造する前に加熱し、最高加熱温度が１２００℃以上である。
素材を型鍛造して、ＩＩ段錐台形状要素を形成し、図２（ｅ）に示すとおりである。
【００２８】
　ステップ６では、ＩＩ段錐台形状要素に対して真空電子ビーム溶接を行う。真空チャン
バー内で、重ね合わせたＩＩ段錐台形状要素素材に対して真空電子ビーム封止溶接を行い
、溶接深さが２０～５０ｍｍであり、ＩＩ段砂時計型モジュールを形成し、図２（ｆ）に
示すとおりである。
【００２９】
　ステップ７では、溶接されたＩＩ段砂時計型モジュールを鍛造する前に加熱し、最高加
熱温度が１２００℃以上である。加熱後の素材をプレス機の操作台上に置き、素材の高さ
方向を鉛直方向に沿わせる。高さ方向に沿って据え込みを施し、素材全高の３０～５５％
を圧下する。素材に対して高温拡散接続を施す。据え込んだ後の素材を加熱炉に戻して加
熱し、加熱温度が１２００℃以上であり、均熱した後の保温時間が１２時間以上である。
続いて、素材を球状化処理して半製品を製造し、図２（ｇ）に示すとおりである。
【００３０】
　ステップ８では、半製品に対して据え込み、打ち抜き、穴拡げ、平坦化を施す。直径１
６ｍのロールリング機で素材を最終寸法に加工し、図２（ｈ）に示すとおりである。
【００３１】
　該実施例におけるステップ５～７を繰り返して行い、中間素材から多段砂時計型モジュ
ールを製造し、次に半製品を製造することができる。
【実施例２】
【００３２】
　本実施例の目標製品は、大型素管である。
【００３３】
　ステップ１では、連続鋳造方式で製造されるステンレス鋼連続鋳造スラブを１１枚の仕
様が１５００ｍｍ×１５００ｍｍ×２００ｍｍの素材に切り取る。各連続鋳造スラブの６
つの面を機械加工し、被溶接面を洗浄して、新しい金属表面を露出させる。
【００３４】
　ステップ２では、素材に対して真空電子ビーム溶接を行う。真空チャンバー内で、重ね
合わせた素材の縁部に対して真空電子ビーム封止溶接を行い、溶接深さが２０～５０ｍｍ
であり、溶接後の寸法が幅１５００ｍｍ、長さ１５００ｍｍ、高さ２２００ｍｍであり、
図３（ａ）に示すとおりである。
【００３５】
　ステップ３では、溶接された素材を鍛造する前に加熱し、最高加熱温度が１２００℃以
上であり、加熱速度が１００℃／ｈ未満である。加熱後の素材をプレス機の操作台上に置
き、素材の高さ方向を鉛直方向に沿わせる。高さ方向に沿って据え込みを施し、素材全高
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の３０～５５％を圧下する。素材に対して高温拡散接続を施す。据え込んだ後の素材を加
熱炉に戻して加熱し、加熱温度が１２００℃以上であり、均熱した後の保温時間が１２時
間以上である。
【００３６】
　ステップ４では、素材に対して三方向据え込みを施し、チャンファ、面取り及び機械加
工処理を行い、プリフォームを形成し、図３（ｂ）に示すとおりである。
【００３７】
　ステップ５では、プリフォームを鍛造する前に加熱し、最高加熱温度が１２００℃以上
である。プリフォームを型鍛造して、Ｉ段錐台形状要素を形成し、図３（ｃ）に示すとお
りである。
【００３８】
　ステップ６では、Ｉ段錐台形状要素に対して真空電子ビーム溶接を行う。真空チャンバ
ー内で、重ね合わせたＩ段錐台形状要素素材に対して真空電子ビーム封止溶接を行い、溶
接深さが２０～５０ｍｍであり、Ｉ段砂時計型モジュールを形成し、図３（ｄ）に示すと
おりである。
【００３９】
　ステップ７では、溶接された異形モジュールを鍛造する前に加熱し、最高加熱温度が１
２００℃以上である。加熱後の素材をプレス機の操作台上に置き、素材の高さ方向を鉛直
方向に沿わせる。高さ方向に沿って据え込みを施し、素材全高の３０～５５％を圧下する
。素材に対して高温拡散接続を施す。据え込んだ後の素材を加熱炉に戻して加熱し、加熱
温度が１２００℃以上であり、均熱した後の保温時間が１２時間以上である。続いて、素
材を球状化処理し、図３（ｅ）に示すとおりである。
【００４０】
　ステップ８では、素材を鍛造する前に加熱し、最高加熱温度が１２００℃以上である。
素材を型鍛造して、ＩＩ段錐台形状要素を形成し、図３（ｆ）に示すとおりである。
【００４１】
　ステップ９では、ＩＩ段錐台形状要素に対して真空電子ビーム溶接を行う。真空チャン
バー内で、重ね合わせたＩＩ段錐台形状要素素材に対して真空電子ビーム封止溶接を行い
、溶接深さが２０～５０ｍｍであり、ＩＩ段砂時計型モジュールを形成し、図３（ｇ）に
示すとおりである。
【００４２】
　ステップ１０では、溶接されたＩＩ段砂時計型モジュールを鍛造する前に加熱し、最高
加熱温度が１２００℃以上である。加熱後の素材をプレス機の操作台上に置き、素材の高
さ方向を鉛直方向に沿わせる。高さ方向に沿って据え込みを施し、素材全高の３０～５５
％を圧下する。素材に対して高温拡散接続を施す。据え込んだ後の素材を加熱炉に戻して
加熱し、加熱温度が１２００℃以上であり、均熱した後の保温時間が１２時間以上である
。続いて、素材を球状化処理して半製品を製造し、図３（ｈ）に示すとおりである。
【００４３】
　ステップ１１では、半製品に据え込み保圧、球状化及び穴広げを行って、最終寸法の素
管を形成し、図３（ｉ）に示すとおりである。
【００４４】
　該実施例におけるステップ８～１０を繰り返して行い、中間素材から多段砂時計型モジ
ュールを製造し、次に半製品を製造することができる。
【００４５】
　また、上記実施例の最終製品は、大型環状鍛造品又は素管に限定されず、他の部品又は
部材、例えば、立方体形状のスラブなどに加工してもよい。
【００４６】
　明らかに、当業者であれば、本発明の精神及び範囲から逸脱せずに、本発明に対して様
々な修正及び変形を行うことができる。このように、本発明のこれらの修正及び変形が本
発明の請求項及びその均等の技術の範囲に属すれば、本発明は、これらの修正及び変形も
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【図１】

【図２】

【図３】
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